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1. 研究の目的 

過去の地震及び近代観測がなされて以降の地震

について記録を収集、整理するとともに、I-1（地

震計を用いた自然地震観測によるプレート構造調

査）、I-2（制御震源を用いた地殻構造探査）の成果

等を踏まえた解析を行うことにより、これらの地震

について再評価し、文部科学省地震調査推進本部 1)

が 2004 年に「その他の南関東の地震」としてまと

めて評価を行ったマグニチュード（M）7 程度の地

震の震源域の位置（プレート境界地震、スラブ内地

震）、繰り返しの有無等を推定するのが目的です。 

 

2. 研究成果の概要 

2.1 地震記象の収集と解析による過去地震の調査研

究 

2.1.1 調査の目的 

首都圏で発生した歴史地震等の再評価を行うため

には、それらの地震の発生メカニズム等を明らかにする

必要があります。このため、地震記録の収集・整理・再

評価を行い、首都圏で発生する大地震の発生メカニズ

ム、余震活動を明らかにします。首都直下地震の震源

断層モデルを高度化し、首都直下地震の長期予測の

精度向上や、高精度な強震動予測につなげます。 

2.1.2 成果の概要 

1900年代以降に首都圏で発生した地震の観測記録

を調査、収集しました。また、収集した過去の地震のア

ナログ記録をスキャンしてデジタル画像化を行い、強震

計 記 録 を デ ー タ ベ ー ス 化 し 、 ホ ー ム ペ ー ジ

（ http://www.seis.nagoya-u.ac.jp/sanchu/Shuto/index.ht

ml）で公開しました（図 1）。 

また、1931年西埼玉地震、1935年静岡地震（図 2）、

ならびに 1949 年今市地震前後の水準測量データの整

理や、震源過程の解析等を行いました。さらに、1982

年と 2008 年に発生した地震の震源過程解析から、茨

城県沖の地震はほぼ同じ場所で発生したほぼ同規模

の地震にも関わらず、全く様相を異にすることが明らか

になりました。このことはプレート間地震の発生予測研

究に大きな影響を与える可能性があります。 

 

2.2 東北地方の地震記象を用いた首都圏の過去地震

の調査研究 

2.2.1 調査の目的 

首都圏で発生した過去の地震等の再評価を行う

には、それらの地震の発生メカニズム等を明らかに

する必要があります。このため、東北地方で得られ

た首都圏で発生した過去の地震記録の収集・整理を

行い、首都圏で発生する大地震の発生メカニズム、

余震活動の特徴を明らかにします。首都直下の地震

テクトニクスを高度化し、首都直下地震の長期予測

の精度向上や、高精度な強震動予測につなげること

を目的とします。 

2.2.2 成果の概要 

相模トラフ沿いの地震活動の長期評価（地震調査

研究推進本部）に掲げられた 5 つの首都直下地震の

うち、1921 年茨城県南部の地震と 1922 年浦賀水道

付近の地震について、東北大学向山観象所や国立天

文台水沢センターで記録されている過去の地震記

録を収集、整理しました（図 3）。1921 年茨城県南

部の地震について、スキャンされた画像から読み取

った S-P時間や P波初動を既存の資料と併合処理し、

震源とメカニズム解を推定しました。その結果、こ

の地震がフィリピン海スラブ内の蛇紋岩化域の西

縁で発生していた可能性が高いことが明らかにな

りました（図 4）2)。1922 年浦賀水道付近の地震は、

1923 年関東地震のアスペリティによる固着の影響

を強く受けて発生した、フィリピン海プレート内部

の地震であったことが明らかになりました。 

また、2 つの茨城県南西部の地震（1922 年 5 月 9

日 M6.1 と 1923 年 1 月 14 日 M6.1）について、す

す書き記録紙をスキャンした画像ファイルから、国

立天文台水沢センターと東北大学向山観象所にお

ける S-P 時間を読み取り、震源位置の検討を行いま

した。その結果、1922 年の地震の位置は宇津（1999）
3)で報告されている震央から大きく移動することは

ないことが明らかになりました。1923 年の地震の

震源は、茨城県南西部のフィリピン海プレート上面

で発生する地震の巣に位置することから、フィリピ

ン海プレートと陸側プレートのプレート境界地震

である可能性が高いことを示しました。 

さらに、1924 年 1 月 15 日の丹沢地震（M7.3）と

1931 年 9 月 21 日の西埼玉地震（M6.9）について、

東北地方で記録されている過去の地震記録を収

集・整理し、本震および余震の震源分布やメカニズ

ム解を明らかにしました。 

 

2.3 被害記録による首都圏の歴史地震の調査研究 

2.3.1 調査の目的 

過去約 400 年間に首都圏で発生した被害地震に
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ついて、歴史資料の発掘・データベース化ならびに

被害発生地点の現代地図上への照合作業から詳細

震度分布図を作成します。また、歴史資料が描き出

す地震像から、震源位置や発生メカニズムを推定す

ることを目的とします。 

2.3.2 成果の概要 

既刊行の歴史地震史料集として東京大学地震研

究所発行の「新収日本地震史料」4)がありますが、

これは 1990 年頃までに発行された市町村史などに

基づいて発行されたものです。そこで、関東 7 都県

の図書館において 1990 年以降に発行された市町村

史で紹介された地震に関する記録を収集しました。 

関東地方に被害を及ぼした、1791 年（寛政二年）

埼玉県地震、1812 年（文化九年）神奈川地震 5)、1843

年（天保十四年）神奈川県西部地震について被害記

録の収集を行い、データベースを作成しました。ま

た、得られたデータベースに基づいて広域・詳細震

度分布を作成しました。さらに、江戸を中心とした

関東地方に甚大な被害を及ぼした、1855 年（安政

二年）江戸地震による江戸市中の町人地における死

者の詳細な分布図を作成しました（図 5）。さらに、

寺院や大名屋敷の被害分布（図 6）、液状化発生地

点の分布を示しました。 

 

2.4 液状化痕等による首都圏の古地震の調査研究 

2.4.1 調査の目的 

首都圏における古地震について調査研究を行い、

地層記録として保存された液状化痕等の発生履歴

を解明します。液状化痕等と対応する可能性がある

地震の被害との比較から、その地震の特定を試みる

とともに考古遺跡の液状化痕データなどとあわせ

て、首都圏で発生した古地震年表を作成します。 

2.4.2 成果の概要 

東京都江戸川区江戸川においてロングジオスラ

イサー掘削、音波探査ならびに電気探査から、液状

化痕などの調査を行い、古地震履歴の推定を行いま

した 6)。また東京都葛飾区水元公園小合溜において

液状化痕の地震痕跡の有無を音波探査により調査

しました 7)。 

神奈川県三浦半島に位置する小網代湾奥の入り

江干潟において 3 m 長のハンディージオスライサ

ーを用いた津波堆積物調査を実施しました。その結

果、3 枚の津波堆積物が認定され、上位と中間の津

波堆積物はそれぞれ 1923 年大正関東地震、1703 年

元禄関東地震に対応することが明らかになりまし

た。元禄関東地震の一つ前の関東地震によるものと

考えられる、最下位の津波堆積物の放射性炭素によ

る堆積年代と歴史資料との対比から、1293 年（永

仁元年または正応六年）の鎌倉大地震が一つ前の関

東地震であった可能性を示唆しました（図 7、図 8）8)。

また、同湾内においてロングジオスライサーを用い

た掘削調査を行い、過去 2000 年間の地層から 5 枚

の粗粒堆積物を認定しました。また、同じく三浦半

島に位置する江奈湾において、ハンディージオスラ

イサーを用いた掘削調査から、過去 4000 年間の堆

積物を採取しました。その結果、過去の関東地震に

よると考えられる津波堆積物を複数枚、認定しまし

た。 

さらに、三浦半島南部において航空レーザー測量

や古い地形図の比較から過去の関東地震によって

離水した海岸段丘面の調査を行いました。その結果、

大正関東地震による隆起の詳細や、それ以前の地震

による海岸隆起に関するデータが得られました。 

 

2.5 過去地震の類型化と長期評価の高度化に関する

調査研究 

2.5.1 調査の目的 

1943 年鳥取地震などの活断層で発生した地震、

1993 年釧路沖地震などの深発地震・やや深発地震

についてクーロン応力変化（ΔCFF）と現在の地震

活動とを対比することで、現在の微小地震活動から

首都直下の過去の地震について情報が得られる可

能性を明らかにします。首都圏 M7 級地震をプレー

ト境界地震とスラブ内地震に類型化し、それぞれの

平均再来間隔の推定や規模予測を行うとともに、最

新活動時期から確率予測を試みます。首都圏の古地

震年表、歴史地震年表により、震源間の相互作用の

有無を検討します。また、プレート構造調査、地殻

構造調査の成果等を踏まえた解析を行うことによ

り、首都直下の地震について再評価し、地震調査研

究推進本部が「その他の南関東の地震」としてまと

めて評価を行った M7 程度の地震の震源域の位置

（プレート境界地震、スラブ内地震）、繰り返しの

有無等を推定します。 

2.5.2 成果の概要 

1943 年鳥取地震など 1900 年以降に活断層で発生

した大地震、1993 年釧路沖地震などのやや深発地

震を対象として ΔCFF と現在の地震活動分布との

相関性を調査しました。その結果、大地震による

ΔCFF が、長期間にわたって周辺の地震活動に影響

を及ぼす可能性を明らかにしました（図 9）9)。こ

れは、現在の地震活動から過去の大地震に関する情

報が得られる可能性を示唆しています。 

また、地震調査研究推進本部による「その他の南

関東の地震」における長期評価の対象となった 5

つの地震（1894 年明治東京地震、1895 年および 1921

年茨城県南部の地震、1922 年浦賀水道付近の地震、

1987 年千葉県東方沖の地震）について、既往研究

ならびにデータの収集を行いました 10) 11)。その結

果、これまで解析に用いられてこなかった波形記録
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や検測値が発見されました（図 10）。 

これらの収集された記録や本プロジェクトで明

らかとなった新たな地震波速度構造を、既に沈む込

むフィリピン海プレート内部で発生したことが明

らかにされている 1987 年千葉県東方沖の地震を除

く 4 地震について、その震源域の位置と発震機構を

推定しました。 

その結果、1894 年明治東京地震は、フィリピン

海プレート内部または、太平洋プレート上面で発生

した地震であった可能性が示唆されました。1895

年茨城県南部地震は、読み取られた S-P 時間や震度

分布から、太平洋プレート内部で発生した地震であ

った可能性が示唆されました。1921 年茨城県南部

の地震、1922 年浦賀水道付近の地震（図 11）は震

源の深さが 50 km 程度で、その発震機構が横ずれ型

であることが明らかとなり、沈み込むフィリピン海

プレート内部で発生した地震であったことが明ら

かになりました。 

類型化による新たな評価としては、1894 年明治

東京地震がフィリピン海プレート内部で発生した

地震であった場合、フィリピン海プレート内部の地

震（M6.7～7 程度）が 1885 年以降 2011 年までに 4

回発生していることから、頻度は 31.5 年に 1 回と

なり、今後 30 年間の発生確率は 60％程度と見積も

られます。また、太平洋プレート内部の地震（M7.2

程度）は 126 年以上に 1 回の頻度から、今後 30 年

間の発生確率は 20％程度以下と見積もられます。 

一方、1894 年明治東京地震が太平洋プレート上

面で発生した地震であった場合、フィリピン海プレ

ート内部の地震（M6.7～7 程度）は 3 回発生してい

ることから、頻度は 42 年に 1 回となり、今後 30

年間の発生確率は 50％程度と見積もられます。太

平洋プレート内部の地震（M7.2 程度）、太平洋プレ

ート上面の地震（M7 程度）はそれぞれ 126 年以上

に 1 回の頻度から、今後 30 年間の発生確率は 20％

程度以下であると見積もられます。 

 

2.6 考古遺跡における液状化痕データの収集並び

にデータベース化 

2.6.1 調査の目的 

過去に発生した地震は液状化の痕跡として保存

されます。過去の液状化痕は考古遺跡における発掘

調査の際に記録されています。記載された液状化痕

についての記録を収集・整理し、データベースを作

成することにより、首都圏において発生した地震の

履歴を把握します。 

2.6.2 成果の概要 

考古遺跡における液状化痕等の古地震に関する

情報は、埋文関係救援連絡会議・埋蔵文化財研究会

（1996）「発掘された地震痕跡」12)に日本全国の資

料が取りまとめられています。本研究では、主にこ

れ以降の発掘調査報告書を確認しました。 

平成 21 年度には、埼玉県（563 編）、群馬県（561

編）、栃木県（206 編）の発掘調査報告書を収集し、

それぞれ 62 編、32 編、2 編から液状化痕等の地震

痕跡が確認されました。平成 22 年度には、東京都

（700 編）、神奈川県（305 編）、千葉県（508 編）

の発掘調査報告書を収集し、それぞれ 4 編、13 編、

4 編から地震痕跡が確認されました。平成 23 年度

には茨城県で 266 編、山梨県で 195 編の考古遺跡の

発掘調査報告書を調査し、山梨県の 6 カ所の遺跡か

ら地震痕跡についての記述を確認しました。さらに

平成 21 年度および 22 年度に収集した、埼玉県、群

馬県、栃木県、東京都、神奈川県および千葉県につ

いての情報を追加収集しました。その結果、確認し

た報告書類の数量は、3 年間で計 3,572 編に及びま

した。その中で液状化等の地震痕跡の記述がみられ

た遺跡の数は、埼玉県が 59カ所、群馬県が 55カ所、

栃木県が 2 カ所、東京都が 6 カ所、神奈川県が 34

カ所、千葉県が 5 カ所、茨城県が 0 カ所そして山梨

県が 6 カ所でした。 

これらの地震痕跡について調査表（図 12）を作

成し、遺跡番号、遺跡名、所在地（緯度・経度：世

界測地系）、地震痕跡の有無、地震痕跡の種類、噴

砂の規模、被覆層および被貫入層の名称および時代

とのその根拠、噴砂の主方向、幅及び粒径、時代分

類などを整理した Microsoft Excel 形式の一覧表を

作成しました。また、この一覧表に基づいて、地震

発生年代や揺れの大きさに関連した情報を抽出し、

地理情報システムを用いたデータベースを作成し

ました（図 13）。 
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図 1 本プロジェクトで収集した波形画像の公開 HP 例  
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図 2 本プロジェクトで収集し読み取った 1935 年静岡地震の波形記録（左）と強震計解析結果（右）。ハッチをつけた

長方形で囲んだ部分は解像度の低い領域。 

 

 

図 3 1921 年茨城県南部の地震のすす書き記録紙。(a) 水沢センターの大森式地震計南北動成分。(b) 東北大学向山観

象所 Wiechert 上下動成分。記録紙全体を大型スキャナーで取り込み、本震部分を拡大して画像処理により白黒反転で

表示。
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図 4  (a) 太平洋プレート上部境界より 10 km 浅部の面に沿う S 波速度構造。茨城県南部から千葉県北東部にかけて分

布する低速度域はフィリピン海プレート内部の蛇紋岩化領域。(b) フィリピン海プレート内部の蛇紋岩化領域と 1921

年茨城県南部の地震、1987 年千葉県東方沖の地震の関係の模式図。

(a) 

(b) 
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図 5  1855 年安政江戸地震による江戸町人地の死者数分布。『江戸切絵図』（原図番号 19-1、本所深川絵図 1）に対応

（人文社刊『江戸東京散歩・切絵図現代図で歩く』に加筆）。 

 

図 6 （左）1855 年安政江戸地震による寺院の被害分布。（右）1855 年安政江戸地震による大名屋敷の被害分布。
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図 7 三浦半島小網代湾で掘削したコアの地層。T1 は大正関東地震、T2 は元禄関東地震、T3 はその前の関東地震によ

る津波堆積物。 

 

 

 

図 8 小網代湾の津波堆積物及び歴史資料から推定される関東地震の履歴。 
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図 9 (a) 1943 年鳥取地震のすべり分布（中田・他、200413）による）。(b) 2000 年鳥取県西部地震のすべり分布（菊地、

200014）による）。 (c) 1927 年北丹後地震、1943 年鳥取地震、2000 年鳥取県西部地震による静的クーロン応力変化（Δ

鳥取県）と近年の地震の震央分布（1997 年 10 月～2010 年 5 月、気象庁一元化震源カタログによる）。 
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図 10 東京周辺で得られた 1894 年明治東京地震の地震波形記録と読み取った S-P 時間。観音崎、中央気象台の東京、

宇都宮以外の観測点は円盤記録を復元。 

 

 

図 11 (a) S-P 時間による 1922 年浦賀水道付近の地震の震源（緑星）。コンターは残差の二乗和を表す。丸は気象庁一

元化震源の Double Difference 法（Waldhauser and Ellsworth、200015)）による再決定震源。(b) 1922 年浦賀水道付近の地

震の初動メカニズム解の震源位置による変化。(c) 1922 年浦賀水道付近の地震の初動メカニズム解（左）と震源位置

による変化の三角ダイヤグラム表示（右）。  
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図 12 調査票の例（笂井八日市遺跡：群馬県前橋市） 

 

 
 

図 13 液状化痕跡データベースの画面（埼玉県）［赤丸：地震痕跡の報告があった遺跡、青丸：報告書を調査した遺跡、

黒線：活断層線（地震調査研究推進本部）、黄丸：歴史地震（活断層研究会編、199116）
）］ 
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